
 
 
 

第１回静岡市・蒲原町合併協議会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日 時：平成１６年４月２８日（水） 

           午後１時３０分から 

場 所：ホテルセンチュリー静岡  

５階「センチュリー」 



第１回静岡市・蒲原町合併協議会次第 
 

日 時 平成１６年４月２８日（水） 
午後１時３０分から 

場 所 ホテルセンチュリー静岡 
５階「センチュリー」 

 
 
１ 開 会 
 
２ 会長あいさつ 
 
３  副会長あいさつ 
 
４ 委員紹介 
 
５ 議 事 
 
（１）報 告 
  報告第 1 号 静岡市・蒲原町合併協議会に関する経緯等について 
  報告第 2 号 静岡市・蒲原町合併協議会各種規程の制定について 

ア 静岡市・蒲原町合併協議会幹事会規程 
イ 静岡市・蒲原町合併協議会事務局規程 
ウ 静岡市・蒲原町合併協議会財務規程 
エ 静岡市・蒲原町合併協議会費用弁償等に関する規程 

 
（２）議 案 
  議案第１号 静岡市・蒲原町合併協議会会議運営規程及び同規程第７条第２項の規定

に基づく要領の制定について 
  議案第２号 平成１６年度静岡市・蒲原町合併協議会事業計画について 
  議案第３号 平成１６年度静岡市・蒲原町合併協議会予算について 
  
（３）協 議 

① 協議項目について 
 
（４）その他 
 
６ 閉 会 
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報告第１号 

 

   静岡市・蒲原町合併協議会に関する経緯等について 

 静岡市・蒲原町合併協議会に関する経緯等について、下記のとおり報告する。 

  平成１６年４月２８日提出 

 

  静岡市・蒲原町合併協議会         

会長 静岡市長 小 嶋 善 吉      

 

記 

 

１ 静岡市・蒲原町合併協議会に関する経緯 

２ 静岡市・蒲原町合併協議会の設置に関する協議書（写） 

（静岡市・蒲原町合併協議会規約）  
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静岡市・蒲原町合併協議会に関する経緯 

年 月 日 内        容 

 
平成１６年２月１６日 
 
 

２月１６日 
 
 

２月１６日～１８日 
 

２月１８日 
 
 

２月１８日～１９日 
 

２月２０日～２６日 
 

３月 １日 
 
 
 

３月 ３日 
 
 

３月 ５日 
 
 

３月２３日 
 
 

４月１３日 
 

 
蒲原町の請求代表者２名が、蒲原町長に対し、合併協議

会設置請求書を添え、請求代表者証明書の交付を申請 
 
蒲原町長が、請求代表者に対し、請求代表者証明書を交

付 
 
署名活動 
 
請求代表者が、蒲原町選挙管理委員会に署名簿を提出

（署名数９０３） 
 
蒲原町選挙管理委員会が署名簿を審査 
 
署名簿の縦覧 
 
蒲原町の請求代表者２名が、蒲原町長に対し、署名簿（署

名数８６２）を添えて、静岡市を合併対象とする合併協

議会の設置を請求 
 
蒲原町長が、静岡市長に対し、合併協議会設置協議につ

いて市議会に付議するか否かの意見を求める 
 
静岡市長が、蒲原町長に対し、合併協議会設置協議につ

いて市議会に付議する旨を回答 
 
静岡市、蒲原町の各議会で合併協議会設置協議議案を可

決 
 
静岡市・蒲原町合併協議会設置 
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静岡市・蒲原町合併協議会の設置に関する協議書 

 静岡市と蒲原町は、静岡市・蒲原町合併協議会の設置について、市町村の合併の特例

に関する法律（昭和４０年法律第６号）第３条第１項の規定に基づき、次のとおり協議

したので、協議書を取り交わす。 

 （合併協議会の設置） 

第１条 静岡市と蒲原町は、合併に関する協議等を行うため、別紙のとおり規約を定め、

静岡市・蒲原町合併協議会を設置する。 

 

 この協議書の取り交わしを証するため、本書２通を作成し、双方記名押印の上各自１

通を保有する。 

 

 平成１６年４月１３日 

 

 

静岡市長  小 嶋 善 吉 

 

 

蒲原町長  山 崎 寛 治 
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別紙 

静岡市・蒲原町合併協議会規約 

 （設置） 

第１条 静岡市及び蒲原町（以下「１市１町」という｡）は、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２５２条の２第１項及び市町村の合併の特例に関する法律（昭和４０年法律第６号。

以下「法」という。）第３条第１項の規定に基づき、合併協議会を置く。 

 （名称） 

第２条 前条の合併協議会は、静岡市・蒲原町合併協議会（以下「協議会」という。）と称する。 

 （担任する事務） 

第３条 協議会は、次に掲げる事務を行う。 

（１）１市１町の合併に関する協議 

（２）法第５条の規定による建設計画の作成 

（３）前２号に掲げるもののほか、１市１町の合併に関し必要な事項 

 （事務所の位置） 

第４条 協議会の事務所は、静岡市に置く。 

 （組織）  

第５条 協議会は、会長及び委員（副会長である委員１人を含む。以下同じ。）をもって組織す

る｡ 

 （会長） 

第６条 会長は、静岡市長をもって充てる。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 会長は、非常勤とする。 

 （副会長） 

第７条 副会長は、次条第１項第１号に掲げる委員をもって充てる。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、会長の職務を

代理する。 

 （委員） 

第８条 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

（１）蒲原町長 

（２）１市１町の議会の議長 

（３）１市１町の議会の議員のうち１市１町の議会の議長がそれぞれ指名するもの 各１人 
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（４）学識経験を有する者 

ア １市１町の長がそれぞれ指名する者 各３人 

イ １市１町の長が認める者 １人 

２ 委員は、非常勤とする。 

 （会議） 

第９条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 

２ 会長は、委員の４分の１以上の者から会議の招集の請求があるときは、会議を招集しなけ

ればならない｡ 

３ 会長は、会議を招集するときは、会議の開催場所及び日時並びに会議に付すべき事件をあ

らかじめ委員に通知しなければならない。 

 （会議の運営） 

第１０条 会議は、委員の２分の１以上の者が出席しなければ、開くことができない。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮って定める。 

 （幹事会） 

第１１条 会議に提案する事項について必要な協議又は調整を行うため、協議会に幹事会を置

く。 

２ 幹事会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 

 （事務局） 

第１２条 協議会の事務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

２ 事務局の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 

 （経費の負担） 

第１３条 協議会に要する経費は、協議会の予算の定めるところにより１市１町が負担するも

のとする。 

 （監査） 

第１４条 協議会の出納は、静岡市の監査委員１人に委嘱して監査する。 

２ 前項の規定により委嘱を受けた監査委員は、監査の結果を会長に報告しなければならない。 

 （財務に関する事項） 

第１５条 協議会の予算の編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、会長が別に定め

る。 

 （費用弁償等） 
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第１６条 会長、委員及び監査委員は、その職務を行うために要する費用の弁償等を受けるこ

とができる。 

２ 前項の規定による費用弁償等の額、支給方法等は、会長が別に定める。 

 （解散の場合の措置） 

第１７条 協議会が解散した場合においては、協議会の収支は、解散の日をもって打ち切り、

会長であった者がこれを決算する。 

 （補則） 

第１８条 この規約に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、会長が会議に諮って定

める。 

   附 則 

 この規約は、告示の日から施行する。 
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報告第２号 

 

   静岡市・蒲原町合併協議会各種規程の制定について 

 静岡市・蒲原町合併協議会規約第１１条第２項、第１２条第２項、第１５条及び第

１６条第２項の規定に基づき各種規程を制定したので、下記のとおり報告する。 

  平成１６年４月２８日提出 

 

  静岡市・蒲原町合併協議会         

会長 静岡市長 小 嶋 善 吉      

 

記 

 

１ 静岡市・蒲原町合併協議会幹事会規程 

２ 静岡市・蒲原町合併協議会事務局規程 

３ 静岡市・蒲原町合併協議会財務規程 

４ 静岡市・蒲原町合併協議会費用弁償等に関する規程 
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静岡市・蒲原町合併協議会幹事会規程  
 （趣旨）  
第１条 この規程は、静岡市・蒲原町合併協議会規約第１１条第２項の規定に基づき、

静岡市・蒲原町合併協議会（以下「協議会」という。）の幹事会に関し、必要な事項

を定めるものとする。  
 （組織）  
第２条 幹事会は、幹事長、副幹事長及び幹事をもって組織する。  
２ 幹事長、副幹事長及び幹事は、静岡市及び蒲原町の職員のうちから、協議会の会

長が選任した者をもって充てる。  
 （職務）  
第３条 幹事長は、会長の命を受け、幹事会を統括する。  
２ 副幹事長は、幹事長を補佐し、幹事長に事故があるとき、又は幹事長が欠けたと

きは、幹事長の職務を代理する。  
 （会議）  
第４条 幹事会の会議（以下「会議」という。）は、幹事長及び副幹事長のほか、幹事

長が必要と認める幹事の出席を求めて行うものとする。  
２ 会議は、幹事長が招集し、幹事長が会議の議長となる。  
３ 幹事長は、必要に応じて、会議に学識経験を有する者その他関係者の出席を求め、

意見を聴くことができる。  
 （ワーキンググループ）  
第５条 幹事会で検討すべき事項について、調査研究及び資料の収集を行うため、幹

事会にワーキンググループを置くことができる。  
２ ワーキンググループの組織、運営その他必要な事項は、幹事長が別に定める。  
 （専門調査検討グループ）  
第６条 会長が特に必要と認める事項について、調査研究及び資料の収集を行うため、

幹事会に専門調査検討グループを置くことができる。  
２ 専門調査検討グループの組織、運営その他必要な事項については、幹事長が別に

定める。  
 （庶務）  
第７条 幹事会の庶務は、静岡市・蒲原町合併協議会事務局において処理する。  
 （補則）  
第８条 この規程に定めるもののほか、幹事会に関し必要な事項は、会長が別に定め

る。  
   附 則  
 この規程は、平成１６年４月１３日から施行する。  
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静岡市・蒲原町合併協議会幹事会 

幹 事 長 静岡市企画部長 

副幹事長 蒲原町総務課長 

幹  事 静岡市 蒲原町 

総務部長 まちづくり課長 

財務部長 税務課長 

健康文化部長 住民生活課長 

市民生活部長 健康福祉課長 

環境部長 建設産業課長 

福祉部長 出納室長 

保健衛生部長 生涯学習課長 

経済部長 水道課長 

都市計画部長 議会事務局長 

建設部長  

病院局長  

防災本部長  

消防長  

出納事務局長  

水道部長  

下水道部長  

教育部長  

選挙管理委員会事務局長  

監査委員事務局長  

農業委員会事務局長  

 

議会事務局長  
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   静岡市・蒲原町合併協議会事務局規程 
  （趣旨） 
第１条 この規程は、静岡市・蒲原町合併協議会規約第１２条第２項の規定に基づき、静

岡市・蒲原町合併協議会(以下「協議会」という。）の事務局の組織等に関し必要な事項を

定めるものとする。 
 （所掌事項） 
第２条 事務局は、次に掲げる事項を所掌する。 
（１）協議会の会議に関すること。 
（２）協議会の協議資料の作成に関すること。 
（３）協議会の広報及び広聴に関すること。 
（４）協議会の庶務に関すること。 
（５）その他協議会の運営に関し必要な事項 
 （組織） 
第３条 事務局に事務局長、事務局次長及び事務局員を置く。 
２ 事務局長には静岡市企画部広域行政課長の職にある者を、事務局次長には蒲原町総務

課長の職にある者をもってそれぞれ充てる。 
３ 事務局員は、静岡市及び蒲原町（以下「１市１町」という。）の職員のうちから１市１

町の長がそれぞれ指名する。 
 （職員の職務） 
第４条 事務局長は、会長の命を受け、事務局の事務を統括する。 
２ 事務局次長は、事務局長を補佐し、事務局長に事故があるとき、又は事務局長が欠け

たときは、その職務を代理する。 
３ 事務局員は、上司の命を受け、分担事務を掌理する。 
 （専決事項） 
第５条 事務局長は、次に掲げる事項について専決することができる。 
（１）軽易な契約の締結に関すること。 
（２）その他軽易な事項に関すること。 
 （職員の旅費） 
第６条 事務局の職員の旅費については、静岡市の例により算定し、協議会の予算におい

て支給するものとする。 
 （補則） 
第７条 この規程に定めるもののほか、事務局の組織等に関し必要な事項は、協議会の会 

長が別に定める。 
     附  則 
 この規程は、平成１６年４月１３日から施行する。 
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平成１６年度 静岡市・蒲原町合併協議会事務局 

 

１ 名簿（９人） 

区  分 職  名 氏  名 

事 務 局 長 静岡市企画部参与兼広域行政課長 辻  和 夫 

事務局次長 蒲原町総務課長 平岩 雄樹 

事 務 局 員 静岡市企画部広域行政課参事 小川 孝行 

〃 静岡市企画部広域行政課統括主幹 三 宅  衛 

〃 静岡市企画部広域行政課副主幹 遠藤 正方 

〃 静岡市企画部広域行政課主査 渡辺 裕一 

〃 静岡市企画部広域行政課主査 三浦 一敏 

〃 蒲原町総務課参事 山崎 秀平 

〃 蒲原町総務課主査 能 口  富 

 

２ 連絡先 

 

静岡市広域行政課 

〒４２０－８６０２ 

静岡市追手町５番１号 

電  話０５４－２２１－１２８７ 

ファクス０５４－２２１－１２９５ 

 

蒲原町総務課 

〒４２１－３２１１ 

蒲原町新田２－１６－８ 

電  話０５４３－８５－７７００ 

ファクス０５４３－８５－３１１０ 
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   静岡市・蒲原町合併協議会財務規程 
  （趣旨） 
第１条 この規程は、静岡市・蒲原町合併協議会規約（以下「規約」という。）第１５条の規定に基づ

き、静岡市・蒲原町合併協議会（以下「協議会」という。）の財務に関し必要な事項を定めるものと

する。 
 （予算） 
第２条 協議会の予算は、静岡市及び蒲原町（以下「１市１町」という。）から交付される負担金、繰

越金その他の収入をもって歳入とし、協議会の事業の執行に要するすべての経費をもって歳出とす

る。 
 （経費の負担の額） 
第３条 １市１町が協議会に対して負担する額は、遅くとも年度開始前３０日までに、１市１町の長

が協議のうえ決定し、必要な予算上の措置を講ずるものとする。 
２ １市１町の長は、前項の決定を行おうとするときは、あらかじめ協議会に対し、事業に要する経

費の見積りに関する書類（以下「書面」という。）の提出を求めるものとする。 
 （予算の編成） 
第４条 会長は、毎会計年度協議会の予算を編成し、年度開始前に協議会の会議（以下「会議」とい

う。）に諮らなければならない。 
２ 予算書その他財務会計事務に係る帳票等の種類及び様式については、会長が別に定める。 
 （補正予算） 
第５条 既定の予算に変更を加える必要があるときは、予算の補正をすることができる。 この場合に

おいて、会長は、速やかに補正予算を編成し、会議に諮らなければならない。 
２ 前項の場合において、１市１町が協議会に負担する額に変更を加える必要があるときは、 １市１

町の長は、協議のうえ速やかに、負担金の額を決定し、それぞれの議会に提案するものとする。 
３ 前項の場合において、会長は、あらかじめ１市１町の長に対し、書面を提出しなければならない。 
 （出納及び現金の保管） 
第６条 協議会の出納は、会長が行う。 
２ 協議会に属する現金は、会長が銀行その他の金融機関に預け入れなければならない。 
 （出納員） 
第７条 協議会に出納員を置き、１市１町の職員のうちから会長が指名した者をもって充てる。 
２ 出納員は、会長の命を受けて、協議会の出納その他会計事務を掌理する。 
 （決算） 
第８条 会長は、毎会計年度終了後３月以内に協議会の決算書を作成し、会議の認定を経なければな

らない。 
２ 前項の規定により決算が会議の認定を経たときは、会長は、決算書の写しを１市１町の長へ送付

しなければならない。 
  （補則） 
第９条  この規程に定めるもののほか、協議会の財務に関し必要な事項は、会長が別に定める。 
     附  則 
１ この規程は、平成１６年４月１３日から施行する。 
２ 平成１６年度については、第３条第１項中「遅くとも年度開始前３０日までに」とあるのは「速

やかに」と、第４条第１項中「年度開始前に」とあるのは「第１回の」と読み替えるものとする。 
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   静岡市・蒲原町合併協議会費用弁償等に関する規程 
  （趣旨） 
第１条 この規程は、静岡市・蒲原町合併協議会規約（以下「規約」という。）第１６条第

２項の規定に基づき、静岡市・蒲原町合併協議会（以下「協議会」という。）の費用弁償

等の額及び支給方法等に関し必要な事項を定めるものとする。 
 （会長等への費用弁償） 
第２条 会長、委員及び監査委員が協議会の職務を行うため静岡市及び蒲原町の区域外に

旅行したときは、静岡市における市長に支給する旅費の額に相当する額の費用弁償を支

給する。 
 （委員への謝金） 
第３条 規約第８条第１項第２号、第３号及び第４号アによる委員が、協議会の会議その

他協議会が主催する事業に参加したときは、次の額の謝金を支給する。 
  日額 １１，５００円 
 （支給方法） 
第４条 前２条の規定による費用弁償及び謝金の支給方法については、静岡市における議

会の議員に対する報酬及び費用弁償の支給方法の例によるものとする。 
     附  則 
 この規程は、平成１６年４月１３日から施行する。 
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議案第１号 

静岡市・蒲原町合併協議会会議運営規程及び同規程第７条第２項の規定に基づ

く要領の制定について 

 静岡市・蒲原町合併協議会規約第１０条第３項の規定に基づく会議運営規程及び同

規程第７条第２項の規定に基づく要領を、別紙「静岡市・蒲原町合併協議会会議運営

規程」及び「静岡市・蒲原町合併協議会会議の傍聴に関する要領」のとおり定める。 

  平成１６年４月２８日提出 

 

  静岡市・蒲原町合併協議会         

会長 静岡市長 小 嶋 善 吉      
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静岡市・蒲原町合併協議会会議運営規程 
 （趣旨） 
第１条 この規程は、静岡市・蒲原町合併協議会規約第１０条第３項の規定に基づき、静岡市・

蒲原町合併協議会の会議（以下「会議」という。）の運営に関し、必要な事項を定めるものとす

る。 
 （基本方針） 
第２条 会議は、原則公開とする。 
２ 会議の運営に際しては、住民意見の反映と、公平で、公正な協議の推進に努めるものとする。 
 （会長等の責務） 
第３条 会長（以下「議長」という。）は、副会長と連携しながら、迅速かつ能率的に会議を運営

することに努めなければならない。 
２ 委員は、会議に積極的に参画するとともに、円滑な議事運営に協力しなければならない。 
 （会議の開催） 
第４条 会議の開催は、計画的に行うものとする。 
 （会議の開閉等） 
第５条 会議の開会及び閉会は、議長が宣告する。 
２ 委員は、議長の許可を得た後、発言するものとする。 
３ 議長が必要と認めたときは、会議に諮って学識経験を有する者その他関係者の出席を求め、

意見を聴くことができる。 
 （会議の進行） 
第６条 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 
 （傍聴） 
第７条 会議は、傍聴することができる。 
２ 会議の傍聴については、議長が会議に諮って別に定める。 
 （会議録） 
第８条 議長は、次に掲げる事項を記載した会議録を調製するものとする。 
（１）開催日時及び場所 
（２）出席者の氏名 
（３）議題及び議事の要旨 
（４）その他議長が必要と認めた事項 
 （会議録等の公開） 
第９条 会議録及び会議に提出された文書は、原則公開とする。 
２ 前項の公開は、議長が定める方法により行うものとする。 
 （規律） 
第１０条 何人も、会議中は、みだりに発言し、騒ぎ、その他議事の妨害となる言動をしてはな

らない。 
２ 会議場において、資料、新聞紙、文書等を配布するときは、議長の許可を得なければならな

い。 
 （補則） 
第１１条 この規程に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、議長が会議に諮って

別に定める。 
   附 則 
 この規程は、平成１６年４月２８日から施行する。 
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静岡市・蒲原町合併協議会会議の傍聴に関する要領 
 （趣旨） 
第１条 この要領は、静岡市・蒲原町合併協議会会議運営規程第７条第２項の規定に基づき、静

岡市・蒲原町合併協議会の会議（以下「会議」という。）の傍聴に関し、必要な事項を定めるも

のとする。 
 （傍聴席の区分） 
第２条 会議の傍聴席は、次の表の左欄に掲げる対象者ごとに同表の右欄に区分する。 

対 象 者 傍聴席の区分 
一般住民 一般傍聴席 
静岡市及び蒲原町の議会の議員 議員傍聴席 
報道関係者 報道関係者傍聴席 

 （傍聴の方法） 
第３条 一般傍聴席において会議を傍聴しようとする者は、傍聴券の交付を受けなければならな

い。 
２ 前項の傍聴券の交付を受けようとする者は、会議の開催日の１０日前までに、静岡市・蒲原

町合併協議会事務局（以下「事務局」という。）に申し出るものとする。 
３ 事務局は、前項の規定による申出が一般傍聴席の数を上回るときは、抽選により傍聴券の交

付を受けられる者を決定するものとする。 
４ 議員傍聴席及び報道関係者傍聴席に係る傍聴の方法については、議長が別に定める。 
 （傍聴席に入ることができない者） 
第４条 次の各号に該当する者は、傍聴席に入ることができない。 
（１）銃器その他危険な物を持っている者 
（２）酒気を帯びていると認められる者 
（３）張り紙、ビラ、掲示板、プラカード、旗及びのぼりの類を持っている者 
（４）笛、ラッパ、太鼓その他楽器の類を持っている者 
（５）前各号に定めるもののほか、会議を妨害し、又は人に迷惑を及ぼすと認められる者 
 （傍聴人の守るべき事項） 
第５条 傍聴人は、傍聴席では、次の事項を守らなければならない。 
（１）会議場における言論に対して、拍手その他の方法により公然と可否を表明しないこと。 
（２）談論し、放歌し、高笑し、その他騒ぎ立てないこと。 
（３）はち巻及び腕章の類をする等示威的行為をしないこと。 
（４）飲食し、又は喫煙しないこと。 
（５）みだりに席を離れ、又は不体裁な行為をしないこと。 
（６）写真、映画等を撮影し、又は録音等をしないこと。ただし、特に議長の許可を得た者は、

この限りでない。 
（７）前各号に定めるもののほか、会議場の秩序を乱し、又は会議の妨害となるような行為をし

ないこと。 
 （傍聴人の退場） 
第６条 傍聴人が前条の規定に違反し、会議の秩序を乱すおそれがあるときは、議長は退場を命

ずることができる。 
  （補則） 
第７条 この要領に定めるもののほか、会議の傍聴に関し必要な事項は、議長が別に定める。 
   附 則 
 この要領は、平成１６年４月２８日から施行する。 
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議案第２号 

   平成１６年度静岡市・蒲原町合併協議会事業計画について 

 静岡市・蒲原町合併協議会の平成１６年度事業計画は、別紙「平成１６年度静岡

市・蒲原町合併協議会事業計画」のとおりとする。 

  平成１６年４月２８日提出 

 

  静岡市・蒲原町合併協議会         

会長 静岡市長 小 嶋 善 吉      
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別紙 
 

平成１６年度 静岡市・蒲原町合併協議会事業計画 
 
１ 事業目標 
 
  １市１町の合併に関する協議、建設計画の作成のほか合併に関し必要な事項につい

て協議し、合併協議会として合併の是非を決定することを目標とする。 
 
 
２ 事業内容 
 
（１）会議の開催 
   計画的に会議を開催し、基本項目、法による特例項目及び一般項目の協議を行い、

市町村建設計画を作成する。 
 
（２）広報・広聴 
   合併協議会だよりの発行、各市町の広報紙やホームページ等による広報を通じ、

協議内容等を広く住民に周知する。また、住民説明会の開催等により、住民の意向

把握に努める。 
 
（３）その他 
   幹事会等を適宜開催し、円滑な協議の運営に資するものとする。 
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議案第３号 

   平成１６年度静岡市・蒲原町合併協議会予算について 

 平成１６年度静岡市・蒲原町合併協議会予算は次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１８，２００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「別表１ 歳入歳出予

算」による。 

３ 前項の区分中、静岡市及び蒲原町の負担額は、「別表２ 静岡市及び蒲原町の負

担金の額」による。 

 

  平成１６年４月２８日提出 

 

  静岡市・蒲原町合併協議会         

会長 静岡市長 小 嶋 善 吉      
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別表１ 

歳 入 歳 出 予 算 

  

１ 歳入 

（単位：千円） 

款 項 金   額 

 １８，１９８１ 負担金及び分担金 

 １ 負 担 金 １８，１９８

 ２２ 諸 収 入 

 １ 預 金 利 子 ２

合       計 １８，２００

 

２ 歳出 

（単位：千円） 

款 項 金   額 

 １７，４３３１ 事 業 費 

 １ 事業推進費 １７，４３３

 ７６７２ 総 務 費 

 １ 事 務 局 費 ７６７

合       計 １８，２００
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平成１６年度歳入歳出予算事項別明細書 
１ 歳  入                                    （単位：千円） 

節 
科    目 金 額 

区  分 金 額 
説    明 

１款 負担金及び分担金 18,198    

１項 負担金 18,198    
 １目 負担金 18,198 

 
１負担金 18,198 静岡市負担金  

蒲原町負担金 
２款 諸収入 2    
１項 預金利子 2    

 １目 預金利子 2 １預金利子 2 預金利子 
歳入合計 18,200    
２ 歳  出                                    （単位：千円） 

節 
科    目 金 額 

区  分 金 額 
説    明 

１款 事業費 17,433    
１項 事業推進費 17,433    

８報償費 1,270 委員謝金、監査委員謝金等  
11 需用費 
 （消耗品費） 
 （食料費） 

219  
文具等 
会議茶菓代 

12 役務費 975 傍聴券葉書代、筆耕翻訳料、看板製作料等 

１目 会議費 4,564 

14 使用料及び賃借料 2,100 会議会場借上料 
コピー使用料  

８報償費 1,067 住民説明会等謝金 
11 需用費 

（印刷製本費） 
9,280 啓発用パンフレット等印刷製本費 

12 役務費 1,472 新聞折込(住民説明会資料)等 

２目 広報・広聴費 12,159 

14 使用料及び賃借料 340 住民説明会等会場借上料 
８報償費 100 調査研究等に対する謝金 
11 需用費  450 調査研究資料等の印刷製本等 

 

３目 調査・研究費 710 

12 役務費 160 調査研究等郵送料 
２款 総務費 767    
１項 事務局費 767    

９旅費 425 総務省連絡等 
11 需用費 

（消耗品費） 
（印刷製本費） 

 （食料費） 

200  
文具等 
写真現像等 
茶菓代 

12 役務費 22 資料送付等郵送料 

 １目 管理費 767 

14 使用料及び賃借料 120 コピー使用料  
歳出合計 18,200    
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別表２ 

 

静岡市及び蒲原町の負担金の額 

 

（単位：千円） 

区   分 負 担 金 額 

静  岡  市 １４，２５９

蒲  原  町 ３，９３９

 



1 合併の方式

2 合併の期日

3 合併後の市の名称

4 合併後の市の事務所の位置

5 財産及び公の施設の取扱い

6 市議会議員の定数及び任期の取扱い

7 農業委員会委員の定数及び任期の取扱い

8 地方税の取扱い

9 一般職の職員の身分

10 地域審議会及び地域自治組織の取扱い

Ⅲ　市町村建設計画の作成 11 市町村建設計画

12 一部事務組合等の取扱い

13 使用料、手数料等の取扱い

14 国民健康保険事業の取扱い

15 組織及び機構

16 特別職の職員の身分

17 条例・規則の取扱い

18 公共的団体等の取扱い

19 補助金、交付金等の取扱い

20 行政連絡機構の取扱い

21 町・字名の取扱い

22 各種福祉制度の取扱い

23 慣行の取扱い

24 保健衛生事業の取扱い

25 清掃事業の取扱い

26 各種産業制度の取扱い

27 教育制度の取扱い

28 消防団の取扱い

29 上水道事業の取扱い

30 下水処理事業の取扱い

31 各種事務事業の取扱い

32 その他

Ⅳ　一般項目

Ⅱ　法による特例項目

Ⅰ　基本項目

協  議  項  目（案）
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各協議項目(案)の協議内容について 

Ⅰ 基本項目 

項     目 概   要 

１ 合併の方式 合体（新設・対等）合併にするのか、編入合併にするのか協議する。

２ 合併の期日 合併の期日をいつにするのか協議する。 

３ 合併後の市の名称 合併後の市の名称をどうするのか協議する。 

４ 合併後の市の事務所の位置 合併後の市の事務所の位置をどこにするか協議する。 

５ 財産及び公の施設の取扱い 両自治体の所有する財産及び公の施設をどのように取扱うか協議す

る。 

 

Ⅱ 法による特例項目 

項     目 概   要 

６ 市議会議員の定数及び任期

の取扱い 

合併特例法の在任特例や定数特例などの特例制度を適用するかどう

か協議する。 

７ 農業委員会委員の定数及び

任期の取扱い 

合併特例法等の特例制度を適用するかどうか、適用する場合は、在

任特例とするのか、二つの農業委員会を存続させるのか協議する。  

８ 地方税の取扱い 合併特例法等の不均一課税等を適用するかどうか協議する。 

９ 一般職の職員の身分 一般職の職員の取扱いについては、旧自治体が消滅した時点でその

身分は失われることになるが、合併特例法の規定によりすべての職員

は合併市町村の職員として引き継がれることになる。 

そこで、合併後の職員の身分の取扱いについて基本的な考え方を協

議する。 

10 地域審議会及び地域自治組

織の取扱い 

地域審議会、地域自治区及び合併特例区を設置するかどうか、設置

する場合は、その基本的な考え方を協議する。 

（地域自治区及び合併特例区については、当該事項に係る改正法が施

行された場合の取り扱いを協議する。） 

 

Ⅲ 市町村建設計画の作成 

項          目 概      要 

11 市町村建設計画 合併特例法第３条及び第５条の規定に基づき、合併市町村の建設に

関する基本的な計画である「静岡市・蒲原町合併建設計画」を作成す

る 

 

Ⅳ 一般項目 

項     目 概   要 

12 一部事務組合等の取扱い 合併前の自治体が加入している一部事務組合のほか、協議会等(静庵

地区広域市町村圏協議会等)を構成している他の加盟団体との協議が

必要になるため、合併後の取扱いについて基本的な考え方を協議する。

13 使用料、手数料等の取扱い 両自治体に存在する同一目的の施設や、同一の種類の事務について

の使用料、手数料等の取扱いについて基本的な考え方を協議する。 

14 国民健康保険事業の取扱い 国民健康保険事業の取扱いについて基本的な考え方を協議する。 
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項     目 概   要 

15 組織及び機構 合体（新設・対等）合併の場合は、合併後の市の組織及び機構の取

扱いについて基本的な考え方を協議する。 

編入合併の場合は、編入する自治体の組織及び機構を適用すること

になるが、合併に伴い変更が必要となる組織及び機構の取扱いについ

て基本的な考え方を協議する。 

16 特別職の職員の身分 合体（新設・対等）合併の場合は、合併前の自治体の法人格消滅に

伴いその身分を失うので、合併後の暫定的な取扱いについて協議する。

編入合併の場合は、編入する自治体の特別職の職員の身分に変更は

なく、編入される自治体の特別職の職員はすべてその身分を失う。 

17 条例・規則の取扱い 合体（新設・対等）合併の場合は、合併前の自治体の条例・規則は

すべて失効するので、現在の両自治体の条例・規則をどのように取扱

うかについて基本的な考え方を協議する。 

編入合併の場合は、編入する自治体の条例・規則を適用することに

なるが、合併に伴い制定、改廃が必要となる条例・規則の取扱いにつ

いて基本的な考え方を協議する。 

18 公共的団体等の取扱い 農林水産業関係団体、商工業関係団体、文化団体、体育団体、厚生

福祉関係団体等の公共的団体等の取扱いについては、地方自治法第１

５７条第１項で「普通地方公共団体の長は、当該普通地方公共団体の

区域内の公共的団体等の活動の綜合調整を図るため、これを指揮監督

することができる。」と規定されていることから、その統合に向けた基

本的な考え方を協議する。 

19 補助金、交付金等の取扱い  両自治体の各種団体に対して、補助金や交付金等を交付する措置を

講じているが、これらの補助金や交付金等はそれぞれの団体の特性に

より交付条件が異なっている。 

 そこで、合併後の団体の円滑な活動を確保する必要があるため、合

併後の補助金、交付金等の取扱いについて基本的な考え方を協議する。

20 行政連絡機構の取扱い 行政連絡の基礎となる町内会・自治会組織をどのように取扱うのか、

その基本的な考え方を協議する。 

21 町・字名の取扱い 両自治体の町名の取扱いについて、どのように調整するのか。特に、

同一町名の場合の取扱いをどのようにするのかについて基本的な考え

方を協議する。 

22 各種福祉制度の取扱い 両自治体の各種福祉制度を調整するにあたり、その基本的な考え方

を協議する。 

23 慣行の取扱い 合体（新設・対等）合併の場合は、合併後の自治体の慣行について

基本的な考え方を協議する。 

編入合併の場合は、編入する自治体の慣行を適用することが多いが、

編入される自治体独自の慣行の取扱いについて基本的な考え方を協議

する。 

24 保健衛生事業の取扱い 保健所事業、保健センター事業等の保健衛生業務の実施・調整につ

いて基本的な考え方を協議する。 

25 清掃事業の取扱い  ごみ収集・処理事業、し尿収集・処理事業の実施・調整について基

本的な考え方を協議する。 
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項     目 概   要 

26 各種産業制度の取扱い 商工金融制度や農林水産業関係の諸制度などの各種産業制度の取扱

いについて基本的な考え方を協議する。 

27 教育制度の取扱い 学校給食事業、公民館事業等について基本的な考え方を協議する。

28 消防団の取扱い  消防団の組織、任用基準等について基本的な考え方を協議する。 

29 上水道事業の取扱い 上水道施設、水道料金等の取扱いについて基本的な考え方を協議す

る。 

30 下水処理事業の取扱い 合併後の下水処理方法について基本的な考え方を協議する。 

31 各種事務事業の取扱い 合併後の各種事務事業の取扱いについて基本的な考え方を協議す

る。 

32 その他 前項までの項目以外に合併協議会での協議が必要な項目が生じた場

合、その基本的な考え方を協議する。 

 

 



参考資料

新 設 合 併 編 入 合 併

２以上の市町村の区域の全部若しく
は一部をもって新たな市町村を置くこ
とで市町村の数の減少を伴うもの。

市町村の区域の全部若しくは一部を
他の市町村に編入することで市町村
の数の減少を伴うもの。

新たに法人格が発生する。
編入する市町村の法人格が継続す
る。

新たに定める。 編入する市町村の名称となる。

新たに定める。
原則としては編入する市町村の事務
所の位置となる。

合併関係市町村の長は全て失職す
る。

編入する市町村の長は変わらず、編
入される市町村の長は失職する。

合併関係市町村の議会の議員は失
職する。

合併市町村の法定数による設置選
挙を行う。

次のいずれかによることができる。 次のいずれかによることができる。

①設置選挙において、新設合併の特
例定数（法定数の２倍まで）とする。

①増員選挙及びこれに続く最初の一
般選挙において編入合併の特例定
数とする。（増加分は編入された区域
に配分）

②合併関係市町村の議会の議員で
合併市町村の議会の議員の被選挙
権を有することとなる者は最長２年
間在任する。

②編入される市町村の議会の議員
で合併市町村の議会の議員の被選
挙権を有することとなる者は編入す
る市町村の議会の議員の残任期間
だけ在任する。この場合、更に最初
の一般選挙において編入合併の特
例定数を採ることができる。

合併関係市町村の委員（選挙による
委員，選任による委員）は全て失職
する。

編入する市町村の委員はそのまま
在任し、編入される市町村の委員は
全て失職する。

合併関係市町村の委員（選挙）のう
ち、合併市町村の農業委員会の委
員の被選挙権を有することとなる者
は１０～８０人の範囲で、１年以内の
間、在任できる。

編入される市町村の委員（選挙）のう
ち、合併市町村の農業委員会の委
員の被選挙権を有することとなる者
は、４０人までの範囲で、編入する市
町村の委員の在任期間在任できる。

合併関係市町村の特別職の職員は
全員失職する。（新たに選任する。）

編入する市町村の特別職の職員は
在任し、編入される市町村の特別職
の職員は全員失職する。

合併関係市町村の職員は全員失職
するが、全員合併市町村に引き継が
れる。

編入する市町村の職員は在任し、編
入される市町村の職員は全員編入
する市町村に引き継がれる。

合併関係市町村の条例・規則は全て
失効する。（新たに制定する。）

編入する市町村の条例・規則を適用
する。（合併に伴い必要な改正を行
う。）

条例・規則

特

例

原

則

新設合併と編入合併の比較

農業委員会の委員

（合併市町村に１つ
の委員会を置くことと
する場合）

特別職の職員

一般職の職員

事務所の位置

市町村の長

議会の議員

編入する市町村の議会の議員は在
任し、編入される市町村の議会の議
員は失職する。

定義

法人格

合併市町村の名称
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面
積

構
成

比
）

支
所

・
出

張
所

数
（
延

面
積

）

本
庁

舎
数

（
延

面
積

）
庁 舎

合
計

（
平

均
）

静
岡

市
蒲

原
町

項
　

　
　

　
目

福 祉人 口 ・ 世 帯 ・ 面 積 教 育都 市 基 盤

世
帯

数
（
平

均
世

帯
人

員
）

面
積

人
口

密
度

静
：
昭

和
6
1
年

、
清

：
昭

和
5
8
年

昼
間

人
口

（
昼

夜
間

人
口

比
）

歳
出

決
算

額
（
一

人
当

た
り

）

地
方

債
現

在
高

（
一

人
当

た
り

）

積
立

金
現

在
高

（
一

人
当

た
り

）

地
方

税
額

（
一

人
当

た
り

）

年
齢

別
人

口
（
構

成
比

）

現
在

排
水

人
口

A

人
口

集
中

地
区

人
口

B
（
普

及
率

）

現
在

排
水

区
域

面
積

C

財
政

力
指

数

同
改

良
済

（
改

良
率

）

同
舗

装
済

（
舗

装
率

）

都
市

公
園

等
面

積
（
一

人
当

た
り

）

議
員

法
定

上
限

数
（
条

例
定

数
）

病
院

病
床

数
（
千

人
当

た
り

）

公
民

館
数

市
町

村
道

延
長

蔵
書

数
（
図

書
館

数
）

公
営

住
宅

戸
数

（
公

営
住

宅
率

）

公 共 下 水 道 老
人

福
祉

セ
ン

タ
ー

数
（
延

面
積

）

汚
水

衛
生

処
理

人
口

（
率

）

保
育

所
定

員
数

（
公

私
立

）

人
口

集
中

地
区

面
積

D
（
普

及
率

）
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